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２０２０年度（２０２１年 ３月３１日現在）貸借対照表 

（単位：百万円） 

　　科　　　　　　　　　　目 金　　額 　科　　　　　　　　　　目 金　　額

12,033 34,019

現 金 0 支 払 備 金 351

預 貯 金 12,033 責 任 準 備 金 33,667

1,800 87

28,499 731

国 債 6,330 未 払 法 人 税 等 30

地 方 債 2,950 未 払 金 148

社 債 11,920 未 払 費 用 171

株 式 0 前 受 収 益 46

外 国 証 券 3,809 預 り 金 4

そ の 他 の 証 券 3,488 預 り 保 証 金 324

10 仮 受 金 6

一 般 貸 付 10 10

4,188 23

土 地 2,488

建 物 1,669

その他の有形固定資産 30

208

ソ フ ト ウ ェ ア 207

その他の無形固定資産 0

1

1,011 34,872

未 収 金 749

前 払 費 用 94 10,000

未 収 収 益 96 2,769

預 託 金 34 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,769

仮 払 金 2 繰 越 利 益 剰 余金 2,769

そ の 他 の 資 産 34 12,769

1 111

△1 12,881

47,753 47,753

金 銭 の 信 託

有 価 証 券 そ の 他 負 債

代 理 店 借

（資産の部） （負債の部）

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

貸 付 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

代 理 店 貸

そ の 他 資 産 負 債 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

繰 延 税 金 資 産

純 資 産 の 部 合 計貸 倒 引 当 金

（純資産の部）

資 本 金

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

退 職 給 付 引 当 金

価 格 変 動 準 備 金
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「貸借対照表の注記」 

 
1.  会計方針に関する事項 

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券（現金及び預貯金のうち有価証券に準じるもの及び金銭の信託において信託財産として運用している有価証券を 
含む）の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価の
あるものについては 3 月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時価を把握することが極め

て困難と認められるものについては移動平均法による原価法によっております。なお、その他有価証券の評価差額につい
ては全部純資産直入法により処理しております。 

(2)有形固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産の減価償却は定率法によっております。ただし、建物及び 2016年 4月 1日以降に取得した建物附属設備に 
ついては定額法によっております。なお、その他の有形固定資産のうち取得価額が 10万円以上 20万円未満のものについ 
ては、3年間で均等償却を行っております。 

(3)無形固定資産の減価償却の方法 
無形固定資産の減価償却は定額法によっております。なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5
年）に基づく定額法により償却しております。 

(4)引当金の計上方法 
①貸倒引当金 

債権等の貸倒による損失に備えるため、一般貸付金について経営上用いている合理的な貸倒見積額を計上しておりま 

す。また、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。 

退職給付債務並びに退職給付費用の処理方法として、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする簡便 
法を適用しております。 

(5)価格変動準備金の計上方法 

価格変動準備金は、保険業法第 115条の規定に基づき算出した額を計上しております。 
(6)リ―ス取引の処理方法 

リ―ス取引開始日が 2008 年 3 月 31 日以前の所有権移転外ファイナンス・リ―ス取引については、引き続き通常の賃貸 

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
(7)消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法 

に定める繰延消費税等については、前払費用に計上し、5 年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、発生
年度に費用処理しております。 

(8)責任準備金の積立方法 

責任準備金は、保険業法第 116条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については次の方式により計算しておりま 
す。 
・標準責任準備金の対象契約については金融庁長官が定める方式（平成 8年大蔵省告示第 48号） 

 
2.  主な金融資産にかかる貸借対照表計上額、時価及びこれらの差異については、次のとおりであります。 

 

（単位：百万円） 

 貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

 

現金及び預貯金 

金銭の信託 

有価証券 

 満期保有目的の債券 

その他有価証券 

 

 

12,033 

1,800 

28,499 

24,601 

3,897 

 

 

12,033 

1,800 

28,741 

24,843 

3,897 

 

 

― 

― 

242 

242 

― 

 

 

(注) 金融資産の時価の算定方法は次のとおりです。 
(1)現金及び預貯金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(2)金銭の信託 
当社の金銭信託の内訳は現預金、コ―ルロ―ンによって構成される特定金銭信託と、預金と同様の性格の合同運 
用の指定金銭信託であります。特定金銭信託に関しては、現預金、コ―ルロ―ンが短期間で決済され、時価は帳 

簿価額に近似しているため当該帳簿価額によって評価しております。 
また、指定金銭信託は、金融商品会計に関する実務指針（会計制度委員会報告第 14号）第 64項に基づき、取得 
原価をもって貸借対照表に計上しております。 

特定金銭信託の貸借対照表計上額は 500百万円、指定金銭信託の貸借対照表計上額は 1,300百万円であります。 
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(3)有価証券 
       3月末日の市場価格等によっております。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、有価証券には含めておりません。 

3. 当社は東京 23 区内において賃貸用不動産を有しており、当期末における当該賃貸等不動産の貸借対照表価額は 4,134 百万円、
時価は 5,205 百万円であります。なお、時価の算定にあたっては、土地については地価公示法第６条に規定する標準地に合理
的な調整を行って算定しており、建物については取得原価から減価償却累計額を控除した金額によっております。 

4．有形固定資産の減価償却累計額は 530百万円であります。 
5．関係会社に対する金銭債権の総額は 34百万円であります。 
6. 繰延税金資産の純額は 1百万円であり、繰延税金資産発生の主な原因は保険契約準備金 28百万円であります。 

7．当年度における法定実効税率は 28.00％であり、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の主な内訳 
は法人都民税均等割 2.07%、特定同族会社の留保金に対する税額 6.23%であります。 

8. 当社は本社オフィス等の不動産賃貸契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復に係る債務を有しております。しか

し、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確ではないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができないた
め、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

9. 保険業法第 259 条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当期末における当社の今後の負担見積額は 75 百万円であ

ります。 
10.  1株当たりの純資産額は 64,409円 01銭であります。 
11.  金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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２０２０年 ４月 １日から 

２０２０年度                損益計算書 

２０２１年 ３月３１日まで 

 

（単位：百万円）

経常収益 11,739

保険料等収入 10,743

保険料 10,743

資産運用収益 865

利息及び配当金等収入 793

預貯金利息 4

有価証券利息・配当金 314

貸付金利息 12

不動産賃貸料 463

金銭の信託運用益 42

貸倒引当金戻入額 0

その他運用収益 28

その他経常収益 130

保険金据置受入金 117

その他 13

経常費用 11,529

保険金等支払金 4,454

保険金 3,526

給付金 142

解約返戻金 783

その他返戻金 1

責任準備金等繰入額 4,120

支払備金繰入額 21

責任準備金繰入額 4,099

資産運用費用 332

支払利息 0

有価証券売却損 43

賃貸用不動産等減価償却費 80

その他運用費用 208

事業費 2,329

その他経常費用 292

保険金据置支払金 34

税金 224

減価償却費 31

退職給付引当金繰入額 2

その他 0

経常利益 209

特別損失 5

価格変動準備金繰入額 5

税引前当期純利益 203

法人税及び住民税 79

法人税等調整額 △9

法人税等合計 69

当期純利益 134

科　　　　目 金　額
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「損益計算書の注記」 

 
1. 関係会社との取引による収益の総額は 18百万円、費用の総額は 71百万円であります。 
2.  １株当たり当期純利益の金額は 671円 44銭であります。 

3.  金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
4. 関連当事者との取引は以下のとおりであります。 
 

 

 

 

(単位:百万円)

属性 会社等の名称
議決権等の
所有割合

関連当事者との関係 取引の内容

保険金等の支払 葬儀施行費用への充当 490

不動産賃貸借契約の
締結

不動産賃借 (注)1 0

保険金等の支払 葬儀施行費用への充当 72

不動産賃貸借契約の
締結

不動産賃借 (注)1 59 預託金 34

主要株主(会社等)
及び役員が議決権
の過半数を所有し
ている会社等

株式会社セレマ
(注)2

  なし 保険金等の支払 葬儀施行費用への充当 229

全日本みどり
共済会

  なし
業務及び財産の管理
の委託の締結

管理受託料の受取
 (注)3

0

新日本みどり
共済会

  なし
業務及び財産の管理
の委託の締結

管理受託料の受取
 (注)3

3

貸付金 -

有価証券 -

未収収益 -

　　　　　取引条件及び取引条件の決定方針等

     (注) 1 価格その他の取引条件は、各取引先と価格交渉の上、一般取引条件と同様に決定しております。

2 当社の主要株主及び当社役員が議決権の100%を保有しております。

3 管理受託料については、両者合意の上、料率を合理的に決定しております。

4 取引等において緊密な関係にあることにより、同意している者が所有している議決権とあわせて議決権の100

分の20以上を占めております。

5 取引金額には消費税が含まれておりません。

資金の貸付等 18

役員が過半数の出
資をしている団体

関連会社
特定目的会社

けやき
  なし
(注)4

重要な融資等の実行

取引金額 残高

株主(会社等)

株式会社ベルコ
被所有
50%

株式会社互助セ
ンター友の会

被所有
50%

 

 


